
事業事前評価表（技術協力プロジェクト）

作成日：平成17年3月22日
担当部：農村開発部第1グループ

1.案件名

カンボジア国プレクトノット川流域農業総合開発調査

2.協力概要

(1) 事業の目的

1）農業開発マスタープランを策定することにより、プレクトノット川流域における既存の水資源の
有効利用による農業生産性向上のための方策を明らかにする。

2）フィージビリティスタディを実施することにより、同流域の水資源の有効利用に必要な優先度／
緊急度の高い既存灌漑施設の改修のための事業化を支援する。

3）洪水の頻発する同流域において、洪水予警報計画を策定することにより、対象地域の洪水被害軽
減のための方策を明らかにする。

4）調査を通じて相手国カウンターパートの計画策定、環境社会配慮等に係る技術が向上する。

(2) 調査期間

2005年6月～2008年7月（38ヶ月）

(3) 総調査費用

3.5億円

(4) 協力相手先機関

a. 協力相手国実施機関の責任者：水資源気象省（MOWRAM）次官
b. 協力相手国実施機関名：水資源気象省（MOWRAM）及び農林水産省（MAFF）

(5) 計画の対象（対象分野、対象規模等）

a. 調査対象：プレクトノット川流域
b. 計画対象面積：プレクトノット川中流域の農地（面積約30,000ha）
c. 対象分野：灌漑施設整備、営農／栽培、洪水被害対策

3.協力の必要性・位置付け

(1) 現状及び問題点

カンボジア国（人口約13,000千人、面積約181千km2）は、1人当たりのGDPが289米ドル（2002
年）とアセアン諸国の中でも最も貧しい国に位置づけられる。カンボジア国では農業分野がGDPの約
36％を占め、就労人口の約75％が農業に従事している農業国である。

農業生産の中心は米であり、農耕地の約84％で栽培されている。しかし、灌漑面積の割合は米の全作
付面積約2,076千ha（1999年）の約23％（472千ha）と推定されているように、ほとんどの地域に
おいて米は天水により栽培されているため、その生産量は不安定となっている。

計画対象地域であるプレクトノット川中流域は、コンポンスプー・カンダル・タケオの3州にまた
がっており、他地域と同様に米を中心とした農業が展開されている。しかし、当地域は特に農業生産
性が低く、常習的な旱魃被害も生じていることから、カンボジア国の他の地域と比べて米の自給率は
低い。そのため、当地域の多くの農家が不足する自家消費用の米を市場で購入する必要があるなど、



農業生産性の低さが貧困の大きな原因となっている。一方、雨期には中流部から下流部にかけて、河
川容量が小さいため洪水が頻発し、農業等の被害も多くみられることから、灌漑計画策定に併せて洪
水被害軽減のための対策を検討する必要がある。当流域の農業生産性の低さの原因は次の2つに整理
できる。

a. 灌漑施設
同流域は降雨に地域的・季節的偏りが著しく利用可能な水源は限られており、洪水と旱魃の被害
に頻繁に晒されている。また、既存の水資源（河川水等）は、灌漑施設が未整備であるか、また
は整備済みであっても整備水準が低い上に施設が適切に管理されていないことから、十分に活用
できず、多くの地域は天水活用による不安定な稲作を余儀なくされている。

b. 営農技術
同流域では灌漑施設の現状から圃場における適切な水管理が困難であり、洪水による湛水や旱魃
も頻繁に生じるため、これらに対する耐性が強い在来種が主に栽培されているが、収量は低く、
自家用米の確保も困難な農家が多い。また、普及体制も不十分なため、栽培手法の改善や優良種
子の導入等の農家への情報が不足している。

このような状況から、対象地域においては灌漑・営農面の課題を解決することにより農業生産性の向
上を図る農業マスタープランを策定することが急務となっている。

(2) 相手国政府国家政策上の位置づけ

カンボジア政府は1996年から2000年を対象とする第1次社会経済開発計画（SEDP）、2001年から
2005年を対象とする第2次社会経済開発計画（SEDP II）において、貧困削減（特に農村部）を最優先
の目標としており、その中でも農業の発展を最も重要な政策課題としている。また、農林水産省が策
定したカンボジア農業分野開発計画（2001～2010年）においても、コメ生産の拡大による食糧安全
保障の実現が優先的課題として位置づけられている。

(3) 他国機関の関連事業との整合性

農業技術の分野では、オーストラリア国際開発庁（AusAID）が現在農産物品質改善計画（AQIP）を
実施している。また、過去に国際稲研究所（IRRI）等が支援したプロジェクトを引き継いだカンボジ
ア国の農業研究・開発研究所（CARDI）において、水稲の品種改良及び稲作栽培技術に関する調査・
研究が行われている。本案件においては、これらの研究結果を調査に反映させることが期待できる。

また、農業普及の分野では、同じくAusAIDが農業普及計画フェーズ2（CAAEPII）を実施しており、
カンボジア政府の普及農業の分野に大きく関わっている。CAAEPIIは後継案件も想定されており、本
調査実施に当たってはそれらのプロジェクトとの連携について検討することは有効である。

(4) 我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ

本案件はわが国のカンボジア国に対する援助重点分野の中の「農業・農村開発」分野に位置づけられ
る。

JICAの国別事業実施計画では「農業・農村開発」分野において、「稲作技術の改善、灌漑施設の整備
等生産性向上を図るための協力を重点的に行う。」としており、本調査の方向性との整合性が高い。

4.協力の枠組み

(1) 調査項目

本調査では、マスタープラン案策定を中心としたフェーズ1（9ヶ月）と、実証調査及びフィージビリ
ティスタディを中心としたフェーズ2（28ヶ月）により構成される。

【フェーズ1】

1）基礎調査

既存調査結果のレビュー／補足調査



地形図作成

2）中期的な課題解決を目的とした流域農業マスタープラン案の作成

1. 灌漑排水／水管理計画
既存灌漑排水施設の有効利用により、適切な灌漑排水システムを設立する。
効率的な農業用水利用／水管理計画の策定

2. 営農／栽培計画
地域に適した営農／栽培計画の策定
営農／栽培技術の普及体制の検討

3. 環境社会配慮
初期環境調査（IEE）の実施

3）水文観測計画の整備

水文観測体制整備及び機器設置計画の策定

4）洪水予警報の方針検討

洪水状況の調査
洪水予警報の方針検討

【フェーズ2】

1）実証調査の実施［24ヶ月程度］

マスタープラン案にて示された優先的活動を小規模なパイロットプロジェクトとして実施することに
より、マスタープラン案を実証する。

営農／栽培技術の導入による試験栽培の実施
実証圃場における、圃場レベルの水利用／水管理の実施

2）フィージビリティスタディの実施［1年程度］

限られた水源を有効活用するための、優先度／緊急度の高い既存灌漑施設の改修についてフィージビ
リティスタディを実施する。

優先的既存灌漑施設の改修に係るフィージビリティスタディの実施
環境影響評価（EIA）の実施

3）水文観測計画のフォローアップ

流域水文モデルの整備
水文観測マニュアルの作成

4）洪水予警報計画の策定

洪水ハザードマップの作成
洪水予警報計画の策定
ロレンチュレーゲート及びカンダルスタン堰の操作規程の策定

5）流域農業マスタープランの完成

流域農業マスタープランへのパイロットプロジェクトの結果のフィードバック
流域農業マスタープランの完成

【全工程】

オンザジョブトレーニングによるカウンターパートへの技術移転



計画策定に係る技術移転
環境社会配慮にかかる技術移転

(2) アウトプット（成果）

1）流域の既存の水資源の有効利用による流域農業マスタープランが策定される。

2）マスタープランの優先的活動の一部をパイロットプロジェクトとして実証することにより、流域
農業マスタープランの精度を高める。

3）優先度／緊急度の高い既存灌漑施設の改修について、フィージビリティスタディを実施する。

4）限られた既存の水資源の利用と保全を効果的に実現するために必要な流域水文データを観測し、
活用する体制が整備される。

5）流域の洪水予警報計画が策定される。

6）本調査（調査、計画策定、実証事業実施等）の実施により相手国カウンターパートへ計画策定等
に係る技術移転が行われる。

(3) 投入（インプット）：以下の投入による調査の実施

（a）コンサルタント（分野／人数）

総括／農業開発計画 1
農村社会経済／事業評価 1
灌漑排水／水管理 1
環境社会配慮 1
営農／栽培 1
施設計画／設計・積算 1
水文／洪水対策 1
ゲート施設／操作 1

（b）その他 研修員受入れ

カウンターパート研修受入れ（1～2人／年）
調査用資機材（水文観測機器等）

5.協力終了後に達成が期待される目標

(1) 提案計画の活用目標

策定した流域農業マスタープランが水資源気象省及び農林水産省の施策として採用される。
フィージビリティスタディの結果を踏まえて、優先的な既存灌漑施設改修の事業が実施される。
継続して流域の水文観測／分析が実施されることにより、流域の水資源の利用と保全に必要な水
文データが収集される。
策定された洪水予警報計画が水資源気象省により活用される。

(2) 活用による達成目標

既存の水資源を有効に利用する灌漑施設の整備及び営農／栽培技術の向上により、対象地域の農
業生産性が向上し、農民の貧困削減に資する。
対象地域において洪水による被害が減少する。

6.外部要因

（1）協力相手国内の事情

（a）政策的要因：開発政策の変更による提案事業の優先度の低下等



（b）経済的要因：カンボジア国内外の経済状況の悪化等

（c）気象的要因：雨量及び降雨時期の著しい気象変動等

（2）関連プロジェクトの遅れ

特になし

7.貧困・ジェンダー・環境等への配慮（注）

流域農業マスタープランは既存の水資源の有効活用を前提としているが、対象地域においては流域の
降雨が地域的・季節的に偏りが顕著で既存の水資源は限られており、農業用水が圃場に届かないと想
定される地域も一部存在する。それらの地域の農民は天水農業を主体とした特に貧しい生活を送って
おり、マスタープランの営農／栽培計画においてはこのような地域にも配慮することにより、より多
くの人の貧困の削減を目指す必要がある。

環境社会配慮については、既存施設改修計画の策定であるので、重大な環境影響があるとは考えにく
いが、対象エリアが約3万haと広大であり、カンボジア国の環境影響評価法の規程（5,000ha以上の
灌漑事業には初期環境調査ないしは環境影響評価を要する）に該当することから、環境社会配慮に係
る技術移転を実施する。

8.過去の類似案件からの教訓の活用（注）

開発調査においてはこれまでに多くの灌漑計画が策定され、合わせてフィージビリティスタディが実
施されてきたが、無償資金協力等の事業化までに長い時間を要している。

本調査のフィージビリティスタディでは、早期に事業化が必要なものは、JBICローン、無償資金協力
だけではなく、草の根無償資金協力等幅広いスキームを想定し、整備内容に応じて事業化に即応でき
るよう、事業化に向けての具体策を関係者間でつめておくことが必要である。

また、農林水産省と水資源気象省の連携を促進することはもとより，その連携の下で地方行政レベル
や農民の積極的参加を促し，そのような有機的な連携の有意性を示すことに配慮して調査を進めるこ
とが求められる。

9.今後の評価計画

（1）事後評価に用いる指標

（a）活用の進捗度

策定された流域農業マスタープランに基づいて、実施・計画される事業の数。
フィージビリティスタディで検討された優先的な既存灌漑施設改修が実施され、実質灌漑面積が
増加する。
洪水予警報計画に基づいて、実施される活動の数。
水文観測計画に基づいて気象水文観測データが継続される。

（b）活用による達成目標の指標

農業生産性の向上度：実質灌漑面積、灌漑地区の反収量、その他農業収入の増加量
洪水被害の軽減度：軽減された洪水による農地被害面積・被害額

（2）上記（a）および（b）を評価する方法および時期

（a）活用の進捗度 モニタリング調査の実施（2009年7月以降）

（b）活用による達成目標の指標 フォローアップ調査の実施（2012年以降）

（注）調査にあたっての配慮事項


